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A 近年、空き家は社会問題と
なっており、2014 年には空
家等対策の推進に関する特別
措置法（以下、法）が成立し

ました。法 3条では「空家等の所有者又は管
理者（以下、所有者等）は、周辺の生活環境に
悪影響を及ぼさないよう、空家等の適切な管理
に努める」と規定されています。しかし、実際
には放置されている空き家も少なくないため、
法律上は市町村（自治体）においても「空家等
に関する必要な措置を適切に講ずるよう努め
る」とされました（法 4条）。
空き家対策において最も重要なのは、所有者
等を特定することです。通常、空き家の所有者
は建物登記に記載されています。しかし、相続
の際に相続登記の手続きがなされておらず、現
在の所有者が分からない空き家や、そもそも登
記されていない空き家（未登記建物）も存在し
ています。
そこで、自治体の長（例えば市長）は、「固
定資産税の課税その他の事務のために利用する
目的で保有する情報であって氏名その他の空家
等の所有者等に関するもの」を、必要な限度に
おいて、本来の目的以外の目的で内部利用する
ことができるとされました（法 10条）。
また、自治体の長には、空き家への立入調査
権限（法 9条）も与えられました。これらの
規定に基づき、自治体は、空き家の固定資産税
の納税者に連絡を取ったり、空き家の中に立ち

入ったりして、所有者等を確認することができ
ます。
自治体は、空き家の所有者等を特定した後、

「所有者等による空家等の適切な管理を促進す
るため、これらの者に対し、情報の提供、助言
その他必要な援助を行うよう努める」とされて
います（法 12条）。しかし、空き家の所有者
等の中には、多額の管理費用をかけるメリット
がない（利活用することができない）といった
理由で放置してしまう人も少なくありません。
そこで、空き家の中でも特に対策が必要なも
の、例えばそのまま放置すれば倒壊等の危険が
著しく大きい空き家等（特定空家等。法 2条
2項）について、次のようなしくみが設けられ
ました。まず自治体は、所有者等に対して、修
繕等の措置に関する助言・指導（法 14条 1項）
を行い、当該助言・指導に従わない場合には勧
告（同条 2項）をすることができます。そして、
当該勧告に従わない場合において、特に必要が
あるときは、措置をとることを命令することが
できます（同条 3項）。さらに、所有者等が当
該命令に違反した場合、自治体が所有者等に代
わって措置を取り、後日費用を請求することが
できます（同条 9項）。また、当該命令に違反
した所有者等は 50万円以下の過料に処せられ
ます（法 16条 1項）。
相談者としては、自治体に対して、法律に基
づく上記のような対応を求めることが考えられ
ます。

放置されたままの危険な空き家はどうする？
隣の老朽化した空き家が危険なので解体してほしいと思って
います。もう何十年も空き家のままで現在の所有者は不明で
す。自治体に相談すれば何か方法はあるのでしょうか？ 
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